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1 はじめに

労働契約における危険負担と受領遅滞の関

係

労働組合の争議行為により、他の労働者が就労し得な

くなった場合の賃金請求権の帰趨

［注1］「一部スト（複数組合が存する場合に、一つの組合のみがストに入る場
合）、部分スト（一部組合員のみがストに入る場合）区別論」などは、労働組
合法上の利益衡量から出てくる問題意識であります。また、この問題を使用
者側の対抗措置であるロックアウトと関連付けて考える見解も存します。

2 現行法の法構造、問題の所在、
判例理論の帰結

1　現行法の法構造

特別連載

民法（債権法）改正
の個別論点とその問題点Vol.3

Ⅰ 危険負担と労働契約
民法改正問題特別委員会 委員　阪 口 祐 康

債権総論・契約総論
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債権者に帰責事由がなければ
反対債権は消滅する（民法536条1項）

債権者に帰責事由があれば
反対債権は存続する（民法536条2項）

損害賠償（民法415条）
解除（民法543条）

危険負担の問題

受領遅滞
（※履行が可能で
あることが前提）

債権者は、履行の
提供のあったときか
ら遅滞の責任を負う
（民法413条）

判例通説は法定
責任説。
よって、受領遅滞の成
立要件として債権者
の帰責事由は不要

判例通説は、受領
遅滞の効果として
対価危険の移転を
認める

債権者の帰責事由
の有無を問わず、対
価危険は移転する
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各種の契約

履行不能

損害賠償
[3.1.1.62]

解除
[3.1.1.77]
※債務者の帰責事由の
　有無は問わない

危険負担は廃止。
[3.1.1.85]
反対債権からの解放は、
解除で処理する。

役務提供契約
に関する規定

受領遅滞
（※履行が可能で
あることが前提）

受領遅滞中の不能は、対価危険が移転することを明文化
[3.1.1.87＜4＞]

役務受領者の義務違反に
よって役務提供が不可能
となった場合には、役務提
供者は、約定の報酬から自
己の債務を免れることに
よって得た利益を控除した
額を請求できる。
[3.2.8.09＜2＞]

履行不能が、債権者の受
領義務その他の義務違反
によって生じたときは、債権
者は解除することができ
ず、債務者は反対給付を
請求することができる。
[3.1.1.78＜2＞]
[3.1.1.86]
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2　問題の所在

「領域説（給

付をなしえない事情がいずれの支配領域において生じ

ているかという基準で区別する見解） 」の採否

［注2］　領域説の内容は、「第三者の放火等使用者の帰責事由のない事由で
工場が消失したが故に使用者が労働者の労務提供を拒否する場合は受領
遅滞（イコール賃金請求権は存続する。）となり、交通機関のストップにより、
労働者が工場に来ることができない場合には、履行不能（イコール賃金請
求権は消滅する。）になる。」という教室事例で説明されています。

［注3］　危険負担の場合には、使用者（債権者）に帰責事由がない限り、賃金
請求権は消滅することになります。

［注4］　代表的な見解として、有泉亨「労働基準法」256頁。

3　判例法理について

不能概念を

柔軟化することによって危険負担の法理に従って処理

「帰責事由」（536条2項）という概念の中に当該事

案にかかわる諸般の事情すべてを取り込んだ上で、賃

金請求権の帰趨についての結論を出す

3 基本方針における法構造

4 実務に対する影響の有無、可能性

［注5］　ノース・ウェスト航空事件・最判昭和62年7月17日民集41巻5号
1350頁。
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1　解除権行使によって解決をするという考え方を採用

した場合

反対債務

からの解放は解除によって一元的に解決する立場

［注6］　労働契約法16条参照。なお、争議行為者を解雇できないことはいう
までもありません。

［注7］　使用者としても、賃金請求権の負担を免れるために、争議行為に参加
していない従業員を解雇しようとは考えないはずであります。

2　役務提供契約の特則（危険負担的処理）によって解

決をするという考え方を採用した場合

［注8］　潮見佳男教授は、平成21年7月29日の近畿弁護士会連合会の夏季
研修において、このような解決策を示唆しています。また、平成21年10月
18日の日本労働法学会の質疑応答の中で、山本敬三教授も、この規定で
処理する旨の回答をしています。
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［注9］　内田貴法務省民事局参事官のことであります。ただ、日本労働法学
会は、休日に開催されたものであり、また、内田貴氏は、報告者やパネラーと
しての参加ではなく、傍聴人として参加されており、しかも、本文中の発言
も、司会者からから突然振られたものに対して回答したというものでありまし
た。そこで、本文中の発言は、あくまでも個人的見解として位置付けた方が
適切と思料し、本文では肩書をなくした形で表記しております。

3　履行不能か受領遅滞かの区別によって解決すると

いう考え方を採用する場合

［注10］　民法（債権法）改正検討委員会編「債権法改正の基本方針」（別冊
NBLNo126）137頁。
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1 売主の担保責任を債務不履行責任に
一本化

債務不履行説の立場

2 基本方針の内容

1　目的物の瑕疵に対する買主の救済手段（【3.2.1.16】

【3.2.1.17】）

瑕疵が「隠れた」ものであることを要求していま

せん

Ⅱ 売主の瑕疵担保責任について
民法改正問題特別委員会 委員　辻 村 和 彦

救済手段 要件

ア 　瑕疵のない物
の履行請求

（ア）代物請求

以下の場合を除き認められる。
①　契約及び目的物の性質に反する場合。
②　瑕疵の程度が軽微、修補が容易、かつ修補が相当期間内に可能である場合において、売主が同
期間内に修補を行ったとき。

（イ）修補請求
以下の場合を除き認められる。
①　修補に過分の費用が必要となる場合
②　売主が代物を給付したとき。

イ　代金減額請求
常に認められる（ただし、アの瑕疵のない物の履行請求が可能であるときは、履行を催告しても売主
が応じない場合に限る。）。

ウ　契約解除
瑕疵ある物の給付、または催告があっても瑕疵のない物を給付しないことが契約の重大な不履行に当
たるときに限り認められる。
※イの代金減額請求権を行使した場合は認められない。

エ　損害賠償請求
売主が免責事由を証明しない限り認められる（ただし、アの瑕疵のない物の履行請求が可能であると
きは、履行を催告しても売主が応じない場合に限る。）。
※イの代金減額請権と相容れない損害賠償請求は認められない。
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2　買主の瑕疵の通知義務（【3.2.1.18】）

買主（消費者も含む）は、目的物の

受領時、または受領後に瑕疵を知ったときは、契約の性

質に従って定まる合理的な期間内にその瑕疵の存在を売

主に通知しなければならない

失権効

3 問題点と意見

1　債務不履行責任化と善意の買主保護の後退

2　買主の代物請求に対する売主の修補による対応

3　瑕疵の通知義務
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1 基本方針の内容

債権譲渡における対抗要件

金銭債権の譲渡 債権譲渡の登記

非金銭債権の譲渡 確定日付が付され

た譲渡契約書

債権の差押え

Ⅲ 債権譲渡における対抗要件について
民法改正問題特別委員会 委員　德 田  琢
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2 基本方針の問題点

1　理念と利便性の衝突について

利用者の利便性の観点

2　その他の問題点について
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1 新種の典型契約

現行民法に規定のない新種の典

型契約

ファイナンス・リース契約

2 ファイナンス・リースを典型契約
として規定することの意義、必要性 3 提案の内容

Ⅳ ファイナンス・リース契約
民法改正問題特別委員会 副委員長　橋 田 　 浩
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リースの利用者、提供者及び供給

者の権利義務及び終了に関する規定

4 問題点
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1 短期消滅時効規定の廃止
（【3.1.3.45】）

原則廃止の方

向での検討

2 人格的利益等の侵害による損害賠償
の債権時効期間（【3.1.3.49】）

1　基本方針の紹介

債権行使の現実的可能時から［3年

／4年／5年］という比較的短期間で債権時効期間

の満了を認めるとの提案

生命・身体・名

誉その他の人格的利益に対する侵害による損害賠償債

権の債権時効期間については、【3.1.3.44】〈2〉の期

間は［5年／10年］とする、との提案

2　問題点と意見

ア　主観的起算点（債権発生の原因及び債務者を知っ

たときから）について

Ⅴ  債権時効（2） 
時効期間に関する特則

民法改正問題特別委員会 委員　大 場 め ぐ み
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イ　客観的起算点（債権を行使することができる時から）

について

ウ　例外とされる「人格的利益」の範囲について

3 合意による債権時効期間の設定
（【3.1.3.50】）


